








































































































































電　　解　　法 139．212．4 108．38．4 75．95．0 73．83．9 7323．0 29．01．0
電解ソーダの副
o　法 2．1 02 2．3 D．2 1．00．1 L60．1 6．i0．3 8．Q0．3
｝39・・
1．2
石　　炭　　法 288．525．8 217．816．9 141．99．3 109．85．8 108．64．5 81．72．7 一 『
コークス法 334．829．9 194．15．1 25．61．7 一 一 一 一 　 一 『 一
原油・重油法 93．18．3 324．525．2 654．7 42．8 761．925．1 660．320．2




天然ガス法 91．58．2 211．416．4 312．720．4 360．518．9 411．916．9 407．713．5 394．212．1
石1由精製ガス法 一 一 70．35．5 94．06．1 151．88．0 223．09．2 137．34．5 138．34．2
コークス炉ガス・



































非石油系 59．6 92．4118．788．8 14L571．7 209．067．9 250．247．3 321．1 37．2371．823．5
???????
石油系 4．9 7．614．811．1 55．9 28．398．832ユ 279．152．7 541．0 62．71，212．9 76．5
合　　計 64．5（100）133．6（207） 197．4（306＞ 307．8（4771 529．2（820＞ 862．2〔1．3371 ，584．7〔2．4571
非石油系 12．6 58．6 26．543．4 34．8 31．944．828．6 52．520．8 59．2 16．4 55．97．2
???????
石油系 9．0 41．934．6 56．6 74．468．2 112．171．5 200．379．2 300．983．6 719．1 92．8
合　　計 21．5（100） 61．1（284） 109．1（507） 156．8（729） 252．8〔1，1761 360．1｛L6751 775．0〔3．6Q51
非石油系 2．3 24．2 5．8 18．2 7．5 12．4 10．612．6 1L67．8 11．3 3．9 7．5 1．0?????
石油系 7．2 75．8 26．181．8 53．1 87．5 73．2 87．4 137．6 92．2278．696．1 752．499．0
合　　計 9．5（100） 3L9（336） 60．7（639） 83．8（882） 149．2〔L57D 289．8〔3．05b 759．9〔7、999［
非石油系 26．3100．040．476．8 4L859．5 44．748．2 65．251．7 88．5 51．2 94．0 43．2??????
石油系 一 　 12．1 23．0 28．440．5 48．0 51．8 60．848．3 84．4 48．8 123．4 56．7
合　　計 26．3（100） 52．6（200） 70．2（267） 92．7（352） 126．0（479） 172．8（65η 217．5（827）
コールタール 624．7（100）858．4（137） 1，050．7（168） 1，238．2（198）1，487．5（238）1，600．0（256）
?????
（346）
註）非石油系とはタール系（石炭化学工業系）のことである。
　　（〉内は1958年の生産量を100とした指数である。
出所）通商産業大臣官房調査統計部編『化学工業統計年報』の各年版による。
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一ル系化学製品の分野における石炭化学工業にとって幸いなことには，この時期になって
もタール系芳香族の主力たる純ベンゾールとコールタール分留製品の無水フタル酸とが，
石油系の生産量に追い越されはするものの依然として生産量で増加していたことである。
コールタールの生産量もとうてい石油系の生産量の増加テンポに及ばなかったが，着実に
増加を続けていた。アンモニアの生産における石炭原料法と比較してみると，アンモニア
の場合のように1960年代前半から石炭原料法が急速に後退させられ1970年頃にはコークス
炉ガス法を除くと無視されるような状態まで衰滅させられたのではなく，1960年代前半は
まだ弱体な部分でも成長が続き1960年代後半になっても主力の部分では成長が続けられた
ことが，タール系化学製品における石炭化学工業の存続を1970年代まで可能にした事情で
もあったといえよう。
　1960年代における石炭化学工業の後退がアンモニア系化学製品の分野とタール系化学製
品の分野とにおいてこのような差異を持っていたことが，石炭化学工業の基本的生産単位
としての石炭化学工業所において，三つの類型毎に異なった内容の対応を可能にした理由
であろう。いやむしろ，石炭化学工業所における石油化学工業の急成長への対応が三つの
類型毎に異なってなされたが故に，その結果としてアンモニア系化学製品とタール系化学
製品とで，1960年代における石炭化学工業の後退の内容に大きな差異ができたとみなすべ
きであろう。いずれにしても，石油化学：工業の急成長に対応して，三つの類型の石炭化学
工業所はそれまでのペースの復興＝成長から一定の（類型毎に大きな差異があるが）転換
をせまられたことはたしかであり，以下はそれについての具体的な考察となる。
3．1960年代の石炭化学工業所の動向
　石油化学工業の急成長によって石炭化学工業の後退がよぎなくされ，その基本的生産単
位としての石炭化学工業所はそれまでのペースでの石炭化学工業の復興＝：成長を続けるこ
とができなくなり，大まかに整理すると三つの類型毎に次のような方向での転換を1960年
代に行っていった。
　固体原料石炭法によるアンモニアの生産を基軸に硫安などのアンモニア系窒素肥料の生
産を主力としていた水性ガス炉化学工業所では，一部天然ガス法もあったが主として原油
法にアンモニアガス源を転換しつつ，有機合成化学製品などの生産をのばして硫安の比率
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を低下させた。1960年前後に水性ガスないし半水性ガスを原料とするアンモニアの生産と
いう水性ガス炉化学工業所としての特質は大半の製造所で失なわれた。1969年11月に東洋
高圧の北海道工業所の石炭法停止とともに，水性ガス炉化学工業所は石炭化学工業所の類
型の一つとしての資格を失ってしまう。
　製鉄企業や都市ガス企業の副次的生産物加工部門としての性格が濃厚なコークス炉化学
工業所の場合には，ベンゾール類・無水フタル酸・タール塩基類・タール酸類などのター
ル系化学製品の外に硫安なども生産していたが，1950年代末から1960年代前半にかけては
製鉄企業関係のコークス炉化学工業所を中心に石炭化学工業としての製品の多様化と規模
の拡大がめざされた。しかしながら1960年代半頃以降においてはこの新石炭化学工業化の
試みが石油化学工業のさらに大きな成長によって挫折することになり，1960年粗末のコー
クス炉化学工業所は製銑工程においてコークスを必須のものとする製鉄企業関係へさらに
集中してくる。コークス炉化学工業所における石炭化学工業の自立的展開の試みは失敗に
終ったといわざるをえなくなるのである。
　アンモニア系化学製品とタール系化学製品との両方の分野を統一的に生産していた4ヵ
所の総合的石炭化学工業所の場合はどうであったか。まず石炭原料法によるアンモニアの
生産をみると，1960年代前半に4ヵ所とも固体原料石炭法はなくなり，2ヵ所はコークス
炉ガス法により石炭原料法が残るが2ヵ所は石炭原料法そのものがなくなっている。ター
ル系化学製品の生産においても，2ヵ所は1960年代前半に石炭原料法がなくなり，2ヵ所
において続けられているにすぎない。具体的には宇部興産の宇部窒索工場（宇部カプロラ
クタム工場も含む）と住友化学の新居浜製造所が石炭化学工業所としての資格を1960年代
前半に失い，三菱化成の黒崎工場と三井系化学企業の大牟田工業所がコークス炉化学工業
所に類似した状態の石炭化学工業所として残ったのである。つまり，1960年代における総
合的石炭化学工業所の場合にもアンモニアのガス源転換の影響は大きかったのである。勿
論ここでも製品の主体が有機合成化学製品に移行する傾向が強くみられるのである。
　この章ではこうした石炭化学工業所の1960年代における具体的な転換の内容を，いくつ
かの資料・文献にもとづいて三つの類型毎にみていぎだい。
〔水性ガス炉化学工業所〕
　石炭のガス化工程を基軸としてもっぱらアンモニア系化学製品を生産する水性ガス炉化
学工業所の場合には，有機合成化学製品の生産という傾向もみられるが，ここではアンモ
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ニアのガス源としての石炭原料法の動向を中心にみていぎだい。主として日本硫安工業協
会編の『日本硫安工業史』　（昭和43年）にもとつくが，必要に応じて東亜合成の『社史』
その他も参照している。
　東洋高圧の北海道工業所は，1958年4月にはウインクラー沖田（石炭法）によるアンモ
ニアの年産能力が92．1千tあった。1963年4月にはそれが122．5千tになっていたが，1966
年8月に73　．4千tに減り，最終的にウインクラ一軸法は1969年11月に停止された。日東化
学の八戸工場は，1958年4月には電解法が6．1千tとコークス法が38．4千tであった。そし
て1961年10月には全面的に原無法に転換した。東北肥料の秋田工場は，1958年4月にはや
はり電解法が5，8千tとコークス法が29．2千tであった。しかし1958年9月にはいち早く全
面的に天然ガス法に転換した。日本水素の小名浜工場は，1958年4月には石炭法が26．0千
tと天然ガス法が21．1千tであった。そして1962年4月には一部分，1963年3月にはほと
んど全面的に原油法に転換したが，再び1965年6月からは57．3千tのコークス炉ガス法が
大半を占めるように転換した。日東化学の横浜工場は，1958年4月目はコークス法が42．4
千tであった。しかし1962年7月には原油法に転換した。日産化学の富山工場は，1958年
4月’には電解法が35．6千tとウインクラー炉法が25．1千tと重油法が16．9千tであった。
しかしはやくも1958年7月にはウインクラー炉法と重油法とが原油法に転換した。東亜合
成の名古屋工場は，1958年4月には電解法が11。6．千tとコークス法が16．1千tとウインク
ラー炉法が17．3千tとその他法が2．7千tであった。そして1960年3月にウインクラー炉法
は原油法に転換し，同年11月には半水性炉ガス（コークス法）によるものも臨時的なものに
なった。1965年4月には電解法が10．9千tと原油法が48．5千tとナフサ法が48．8千tにな
っている。別府化学の別府工場は，1958年4月にはコークス法が40．8千tであった。しか
し1958年10月より原油法が開始され，製鉄化学の別府工場となった後の1962年1月にはコ
ークス法が中止された。東洋高圧の彦島工業所は，1958年8月にはコークス法が21．5千t
に増強された。しかし1960年2月には合理化によりアンモニア（石炭法）の生産が中止さ
れた。昭和電工の川崎工場は，1958年4月目は電解法が73．6千tとコークス法が43．1千t
であった。しかし1960年1月にコークス法は廃止され，1962年！月から1966年4月までは
部分的にコークス炉ガス法が採用されていたが，その後は石油原料法によるものが大部分
となっている。コークス法（半水陸炉ガス法）による部分は，半水性炉ガス自体を東京ガ
スの鶴見工場から購入していた。
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　昭和電工の川崎工場を含めた10ヵ所の水性ガス炉化学工業所のアンモニアガス源におい
ては，このようにして1960年代前半に石炭原料法（ウインクラー炉法などの石炭法とコー
クス法）のほとんどが原油法などに転換していき，わずかに残った東洋高圧の北海道工業
所のウィンクラー炉法も1969年11月で停止され，1960年代末には水性ガス炉化学工業所と
よびうるものはなくなったのである。
〔コークス炉化学工業所〕
　石炭の乾留工程を基軸としてもっぱらタール系化学製品を生産するのがコークス炉化学
工業所である。しかし，石炭の乾留工程で副生するアンモニアによる一生硫安ならびにコ
ークス炉ガスから合成するアンモニアによる合成硫安はアンモニア系化学製品ではあるが，
コークス炉化学工業所の製品として扱うことが妥当であろう。従ってここではまず『日本
硫安工業史』などにもとづいて，コークス炉化学工業所のアンモニア生産（コークス炉ガ
ス法による部分）の状態をみておきたい。
　水性ガス炉化学工業所として扱った串本水素の小名浜工場は，1965年6月よりコークス
の生産を開始しアンモニアガス源としてもコークス炉ガス法が中心となってしまったので，
この時期からむしろコークス炉化学工業所に加えるべきであろう。製鉄化学の姫路工場は，
富士製鉄の広畑製鉄所とのつながりによって1961年10月からコークス炉ガス法を開始した。
九州化学の戸畑工場は，八幡製鉄の八幡製鉄所とのつながりによって1962年7月からコー
クス炉ガス法を開始した。室蘭製鉄化学の室蘭工場は，富士製鉄の室蘭製鉄所とのつなが
りによって1963年下期からコークス炉ガス法を開始した，このようにみてくると，日本水
素の小名浜工場を除いて，コークス炉化学工業所のアンモニア生産はもっぱら製鉄企業に
必要なコークスの生産の際に生じるコークス炉ガスの利用の高度化をねらったものである
ことがわかる。こうしたアンモニア原料としてのコークス炉ガス利用については『日本硫
安工業史』（634－635ページ）の指摘した問題点が顕著に作用することとなり，アンモニア
ガス源としてのコークス炉ガス法は1966年頃をピークに後退をはじめ，1972年頃からは微
々たる存在となってしまった。
　コークス炉化学工業所におけるタール系化掌製品の生産については，1950年代後半の状
態を『日化協月報』第11巻第4・5合併号（1958年5月）にもとづいて，1960年代後半か
ら末期の状態を『昭和43年度化学工業総合調査　第2部国内編』　（化学経済研究所刊）と
『1970年版化学工業ハンドブック』　（シーエムシー一刊）とにもとづいてみておこう。
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　まず，　『日化協月報』にもとづいて1957年頃の製鉄企業関係のコークス炉化学工業所の
生産状態をみよう。八幡製鉄の八幡製鉄所もしくは八幡化学の戸畑製造所（八幡製鉄所化
工部が母体となって八幡化学が誕生）は，ベンゾール類・タール酸類・タール塩基類・ク
レオソート油・ピッチ類・硫安その他・鉄さい類などを生産し，八幡化学が販売していた。
富士製鉄の室蘭製鉄所と釜石製鉄所と広畑製鉄所では，コークス炉ガスを原料としたター
ル製品（ベンゾール系製品・ピッチ・クレオソート・精ナフタリン・タール酸・クマロン
樹脂）や副生硫安を生産していた。鋼管化学の千鳥工場では，1957年8月に日本鋼管の化
学部門を分離独立させてベンゾール類の集中処理から始めていた。川崎化成の千鳥工場や
大森工場では，日本鋼管や富士製鉄から原料を供給されて，精製ナフタリン・中油・無水
フタル酸・フマル酸を生産していた。
　都市ガス企業関係のコークス炉化学工業所としては，大阪瓦斯の酉島工場などでタール
・タール製品・硫安を，東京瓦斯の横浜工場などでタール・ガス軽油・ナフタリン・硫安
を，東邦瓦斯の金川工場などでタール・タール製品・硫安を生産していた。コークスと石
炭ガスについてはいうまでもないが，その早いくつかの副産品が生産されていた。
　そのほか，日本触媒化学の本社（吹田）工場などでは無水フタル酸・無水マレイン酸・
フマル酸・ポリエステル樹脂が，本州化学の和歌山工場では合成石炭酸・ニトロベンゾー
ル・アニリンオイル・アセトアニリドが生産されていた。
　1968年頃のコークス炉化学工業所の生産状態を『昭和43年度化学工業総合調査』でみる
と，室蘭製鉄化学が1963年下期からアンモニア・エチルベンゼン・スチレンモノマーの生
産を続けており（ただしこれは1971年末に中止されるが），日本触媒化学は吹田工場など
で無水フタル酸などを，富士製鉄から原料の供給をうける名古屋工場ではタールトッピング
とナフタリンの生産をしている。日本水素の小名浜工場では1966年からコークスの生産を
しており，コークス炉ガスではアンモニアを生産しているが，タール系化学製品の生産に
ついてはよくわからない（あるものと思われる）。八幡化学の戸畑製造所ではベンゾール
・ピッチ・クレオソート油・無水フタル酸・アントラキノン・アンモニア・硫安などを，
君津製造所ではコークス・コールタール・硫安・軽油を生産していた。
　さらに1969年12月末の芳香族類などの生産状態を『1970年版化学工業ハンドブック』で
みると，ベンゼン（タール系）は八幡化学の戸畑製造所，川鉄化学の千葉工場と水島工場，
富士製鉄の広畑製鉄所と室蘭製鉄所，大阪ガスの酉島工場，東京ガスの横浜工場，東邦
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ガスの名古屋工場，日本ポリスチレンの川崎工場で，トルエン（タール系）は八幡化学の
戸畑製造所など前記の7社9製造所で，キシレン（タール系）もまったく同様に前記の7
社9製造所で，無水フタル酸は八幡化学の戸畑製造所と川崎化成の川崎工場で生産されて
いた。
　こうしてみると1960年代のコークス炉化学工業所においては，製鉄企業関係や都市ガス
企業関係の製造所を主力として，ベンゼン・トルエン・キシレンなどの芳香族やその他の
タール系化学製品の生産が続けられていたことがわかる。しかし，タール系化学製品を中
心により高度なコークス炉化学工業所としての発展を追求していたかどうかという問題に
なると，一部の製造所に限られてこよう。
〔総合的石炭化学工業所〕
　総合的石炭化学工業所は水性ガス炉化学工業所と同様にアンモニア系化学製品の生産を
行っているのでこれは『日本硫安工業史』にもとづいてみておき，コークス炉化学工業所と
も同様にタール系化学製品の生産を行っているのでこれは『日化骨月報』・『昭和43年度化
学工業総合調査』・．『1970年版化学工業ハンドブック』でみておこう。
　まずアンモニアの生産についてみよう。宇部興産の宇部窒素工場は1958年4月には固体
原料石炭法で年産105．3千tの能力があったが，1960年3月に一部原油法に転換され，1962
年8月には全部が原油法に転換され142．8千tの能力となった。住友化学の新居浜製造所は
1958年4月にはそれまでの電解法（既にわずかになっていた）とコークス法から，コーク
ス法によるものが112．3千tと石油廃ガス（エチレン廃ガス）によるものが29．8千tとの能
力に増強されたが，1960年2月に原油法が開始されてコークス法が中止されるようになっ
たものとみられ，1963年4月には原油法が34．6千tと石油廃ガス法が115．9千tとの能力に
転換していた。三菱化成の黒崎工場は1958年4月にはウィンクラー炉法が17．0千tとコー
クス炉ガス法が89．8千tと天然ガス法が12．9干tとの能力に増強されたが，1961年4月に
はウィンクラ一町法は中止された。しかし1963年4月の生産能力はコークス炉ガス法が124．8
千tとなっており，1960年代後半もずっとコークス炉ガス法であった（1970年にナフサ法
に転換）。東洋高圧の大牟田工業所は1958年4月にはコークス法が74．3千tとコークス炉
ガス法が42．0千tの能力を持っていたが，1960年4月にコークス法が原油法に転換され，
1963年4月では原油法が78．9千tとコークス炉ガス法が29．5千tとなっており，1960年代
後半もコークス炉ガス法は存続しているが主力は原油法に移っている。
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　このように4ヵ所の総合的石炭化学工業所のうち，宇部興産の宇部窒素工場と住友化掌
の新居浜製造所では1960年置の前半にアンモニア生産での石炭法を停止しており，三菱化
成の黒崎工場と東洋高圧の大牟田工業所では固体原料石炭法は中止されたもののコークス
炉ガス法の形態で石炭法が継続されていった。つまり総合的石炭化学工業所のアンモニア生
産では，1960年代前半に水性ガス炉化学工業所と同様な石炭原料法は消滅し，コークス炉
化学工業所と同様な石炭原料法のみが存続することになったのである。
　次にタール系化学製品の生産についてみよう。　『日化協月報』によれば1957年頃には，
宇部興産の宇部窒素工場などでは自社で採掘した石炭を原料として，硫安・尿素・硝安な
どのアンモニア系化学製品の外にタール系化学製品を生産していた。1961年3月において
もタール系製造設備がタール処理能力で日産70tあることを確認できる（「有価証券報告
書総覧」）。住友化学の新居浜製造所も1957年頃には同様な製品を生産していたが，1960年
2月にアンモニアのガス源を原油に転換した際にコークス炉の操業を全面的に停止（『昭
和35年化学工業統計年報』）したので，タール系化学製品の生産はなくなっている。宇部興
産の宇部窒素工場も，アンモニアのガス源が1962年8月目全部原油に転換された際に，コ
ークス炉の操業が全面的に停止（『昭和37年化学工業統計年報』）されたのでタール系化学
製品の生産はなくなった。三菱化成の黒崎工場は1957年頃には，コークスは勿論のことベ
ンゾール類・ピッチ・カーボンブラック・アクリロニトリルなどを生産しており，三井化
学の三池染料工業所と三池合成の三池工場も，コークスの外に純ベンゾール・純トルオー
ル・クレオソート酸・中ピッチなどのタール系化学製品を生産していた。三井化学と三池
合成は東洋高圧の大牟田工場にコークス・コークス炉ガスを供給していた。
　『昭和43年度化学工業総合調査』によれば1968年には，三井化学の大牟田工業所は石炭
酸・無水フタル酸・アリニン・パラニトロクロルベンゾール・染料などを，三菱化成の黒
崎工場は粗ベンゾール・カーボンブラック・染料などを，コークスの外に生産している。
また，　『1970年版化学工業ハンドブック』によると1969年12月には，三井コークスの大牟
．田工場がベンゼン・トルエン・キシレンをタール系化学製品として，三菱化成の黒崎工場
がベンゼン・トルエン・精製ナフタリンをタール系化学製品として生産していた。
　こうしてみるとタール系化学製品の月産においても，4ヵ所の総合的石炭化学工業所の
うち宇部興産の宇部窒素工場と住友飛騰の新居浜製造所とが1960年代前半に生産を中止し，
三菱化成の黒崎工場と三井系化学企業の大牟田工業所とが生産を1960年代末まで継続して
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いることがわかる。
　つまり総合的石炭化学工業所においては，それまでの水［生ガス炉化学工業所と同様な方
法でアンモニア系化学製品を生産しかつコークス炉化学工業所と同様な方法でタール系化
学製品を生産して，石炭化学工業の二つの基幹的分野を統一的・総合的に生産していた状
態から，1960年代前半において4ヵ所のうち宇部興産の宇部窒素工場と住友化学の新居浜
製造所との2ヵ所は石炭化学工業所としての資格を二つの基幹的分野ともに失い，残った三
菱化成の黒崎工場と三井系化学企業の大牟田工業所との2ヵ所がコークス炉化学工業所に
類似した形態でタール系化学製品とアンモニア系化学製品を石炭法で生産しているという
状態になったのである。
　1960年代における石炭化学工業所の三つの類型毎の動向を簡単にまとめると次のように
なろう。石炭のガス化工程を基軸としてアンモニア系化学製品を生産していた水性ガス炉
化学工業所のほとんどは，1960年前後に石炭化学工業所としての資格を失っていった。わ
ずかに残った東洋高圧の北海道工業所の石炭法も1969年11月に最終的に停止された。石炭
の乾留工程を基軸としてタール系化学製品を生産していたコークス炉化学工業所のうち製
鉄企業関係の多数が，1960年前後から石炭化学工業の高度化・総合化を企図した意欲的な
展開をみせた。この試み自身はあまり成功したとはいえなかったが，コールタールの生産
量・蒸留量における製鉄企業関係の比率はさらに高まり決定的な部分を占めていった。石
炭のガス化工程を基軸としたアンモニア系化学製品の生産と石炭の乾留工程を基軸とした
タール系化学製品の生産とを統一的・総合的に展開していた総合的石炭化学工業所では，
4ヵ所のうち2ヵ所が石炭化学工業所としての資格を1960年代前半に失い，残った三菱化
成の黒崎工場と三井系化学企業の大牟田工業所の2ヵ所も石炭のガス化工程によるアンモ
ニア生産を1960年子心頃にやめて，コークス炉化学工業所と類似した形態でタール系化学
製品とアンモニア系化学製品を石炭法で生産している状態になっていった。つまり，三つ
の類型のいずれにおいても石炭化学工業部分の明白な後退（＝石油化学工業への転換部分
の増大）がみられたのである。なるほどコークス炉化学工業所の場合には一見そうではな
さそうにみえるが，製鉄企業関係を中心とした石炭化学工業の高度化・総合化の試みがは
やくも1960年代後半には挫折していくことになり，それにもかかわらずコールタールの生
産量・蒸留量において製鉄企業関係の比率が決定的ともいえるまで高まっていく（製銑工
程でコークスを必須のものとする製鉄企業関係以外ではだんだんのびなくなっている）こ
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となどから考えると，三つの類型の中では最も影響の小さかったと思われるコークス炉化
学工業所の場合でも，1960年代後半の動向としては石油化学工業の急成長の影響を受けて
いる側面が無視できないのである。
4．むすびにかえて
　石油化学工業の急成長の影響などによる石炭化学工業の後退は，アンモニア系化学製品
の基軸たるアンモニアの生産（そのガス源の構成）の場合とタール系化学製品の中心的製
品たる純ベンゾールなどの芳香族および無水フタル酸の生産の場合とは，明白な差異を示
して進展した。そのことは水性ガス炉化学工業所・コークス炉化学工業所・総合的石炭化
学工業所の三つの類型毎に異なったテンポと内容での石炭化学工業の後退と石油化学：工業
への転換となって現われているのであるが，そのより具体的で明確な分析のためにはそれ
ぞれの化学企業（製鉄企業や都市ガス企業なども含まれてくるが）における経済動向の展
望をふまえた長期的戦略方針にも立ち入った考察が必要となろう。それについては筆者の
能力と紙数の限界とを理由として本稿では割愛させていただくが，最後に一つだけ結論の
かわりになるものをつけ加えておこう。
　アンモニア生産のガス源別構成でみると，1958年目ら1962年にかけてはコークス法を中
心に急速に後退した石炭原料法は，その後は1966年までコークス炉ガス法の成長などもあ
って後退（構成比率での縮小は続いていた）をくいとめていた。しかし，1960年代目には
再び後退のテンポが早くなっていた。純ベンゾールなどの芳香族と無水フタル酸の生産量
でみると，石炭化学工業系がもともと弱体であったキシロールや純トルオールにおいても
1966年頃までは生産量の増加（構成比率は縮小を続けていたが）がみられていた。しかし
この前後から，石炭化学工業系が相対的に強力であった純ベンゾールや無水フタル酸にお
いても石油山神工業系が過半を占めるようになるとともに，石炭化学工業系のキシロール
や純トルオールは生産量自体も減少するようになっていった。これらのことと三つの類型
毎の石炭化学工業所の動向とあわせてみると，戦後日本の石炭化学工業の展開過程におい
ては1958年頃と1966年頃とに転換点があるらしいということを，あらためて確認しておき
たい。
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〔補記〕　戦後日本の石炭化学工業の時期区分において，1958年はアンモニアガス源で固
体原料石炭法が減少しはじめるとともに芳香族類で石油系の生産が開始された年であり，
1966年はアンモニアガス源でコークス炉ガス法がピークとなったとともに芳香族類の純ベ
ンゾールで石油系が石炭系を凌いだ年であるので，それぞれ新たな時期の開始の年とする
のがふさわしいように思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1982・　9　・30）
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